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2014年度自治体賃金等制度調査の実施について

日ごろのご活動に、心から敬意を表します。

さて、自治労本部は2014賃金確定をはじめとする今後の賃金闘争の基礎資料とするため、2012年度に続き下記の通り調査を実施することとしています。調査要綱は別紙のとおりとなりますので、何かとご多忙とは思いますが、調査趣旨をご理解のうえ、特段のご協力をお願いいたします。

記

１．調査対象
全自治体単組、一部公共民間単組
前回調査まで看護職と福祉職についても調査対象としていましたが、回収数が減り、正確なデータをとることが難しいため、今回調査では調査対象とせず、行政職・技能労務職のみの調査となっております。
２．調査基準日　

2014年７月１日（調査票の回答は、７月１日時点のデータとします）

３．送付する調査票について

　①　単組名・登録番号は送付した調査票にあらかじめ記入してあります。
　②　前回の2012年調査で調査票を提出いただいた単組については、前回調査の回答内容を斜体で記入した調査票をお送りしています。

４．記入方法および記入上の注意

　①　回答はすべて□の中に記入します。

　②　調査票ですでに斜体字で書込まれているのは、2012年の回答結果です。変更があれば二重線で抹消して、書き換えてください。変更がない場合はそのままにしてください。

　③　斜体字の書込みがない場合は、2012年に回答のなかった項目ですから、新たに記入してください。

　④　□の欄外下の(　)内数字は集計作業用のものですから気にしないでください。

　⑤　調査票の設問Q1-4、Q2-4、について

　　標準的な昇格年齢といえるものがない自治体では、ほぼ平均的と推測できる昇格年齢を、整数で記入願います。

５．調査票の回収の日程・方法
　調査票に必要事項を記入の上、７月18日（金）までに道本部賃金労働部へ返送願います。

　FAXでの調査票提出は、集計作業時に誤入力となるケースが想定されるため、必ず郵送での提出をお願いします。
　なお、不明な点は賃金労働部（櫛部・根本）まで問い合わせ願います。
以上
